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博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学大学院法学研究科博士後期糧を 2010年 3月に満期退学した藤原究氏は、早稲
田大学学位規則第７条第１項に基づき、2010年 10月 25日、その論文「宗教団体法制の基
礎的研究」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、課程による博士（法学）（早稲田大
学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査してき
たが、2010年 1月 26日、その審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
１本論文の構成と内容 
  
(１)第一部 宗教団体法制の発展と展開 
 第一部においては、わが国における宗教団体制の発展について、その社会的背景や政治
状況、歴史的展開などの諸点から論じ、中世、近世、近代から現代にいたるまでの宗教政
策や宗教団体法制について検討している。 
 第１章では、古代から安土桃山時代に至るまでの宗教を取り巻く環境について、仏教を
中心に概観している。祭政一致の政治体制を基盤として発達した古代の社会では、仏教の
伝来以降、それを統治における重要な構成要素として利用した。こうした歴史的経緯は、
近代以降の仏教寺院に対する優遇措置や特別扱いにも連なっている。その後の奈良時代に
おける政治体制の弱体化は、統治の一手段として、宗教的権威の利用をさらに進め、仏教
の政治的地位をより一層高めることとなり、弱者救済における社会福祉や建設などの公共
事業などにその力を発揮していった。仏教が重要な役割を与えられた理由として、その資
金力と人的資源の動員力が背景にあると考えられる。 
 その後も、こうした仏教の役割は一定の重要性を持っており、一部の地域においては仏
教信者の組織が地域を統治することもあった。たとえば、①集落と同レベルの寺院はその
経済的基盤は脆弱で地域の集落による共同運営がなされており、集落の祭礼や集会のよう
な生活上の公共施設としての役割を果たしていた。②地域領主の氏神としての寺院は、一
子相続（惣領制）により、領地経営からあぶれることとなったそれ以外の子（庶子）らの
生活保障機関となっていた。 
 第 2 章では、近世（江戸時代）における宗教団体とその法制の展開状況について、その
行政機能と教育的役割に着目して考察している。16 世紀に伝来したキリスト教の教えは、
伝統的価値観に裏付けられた当時の為政者にとって、大きな脅威となっていた。その結果、
キリシタンは弾圧迫害を受けることとなり、そのためのチェック装置として仏教寺院が非
キリスト教徒としての身分確認を行う場所として位置づけられた。寺請制度は、その後の
冠婚葬祭をはじめとした各生活場面において寺院の関与を根拠付けることとなり、ひいて
は江戸幕府による住民管理のための重要な統制手段を構成していた。 
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 また、仏教寺院の教育機関としての役割としては、寺子屋に代表されるような庶民教育
の担い手となっており、その後のわが国における教育政策の遂行及び教育水準の向上にお
いて、宗教の果たした役割がきわめて大きかったことを指摘している。 
 第３章においては、明治から昭和期にかけての宗教行政と国民教化政策下における神道
の状況について考察している。キリスト教に対する禁止政策を解除し、また、近代的な中
央集権的国家体制を樹立するにあたり、明治政府にとっては、仏教寺院及び神社神道に対
する支援と管理は不可欠の要素であった。そこで、神仏分離令の制定や神祇官の設置、氏
子調規則などの国家管理型の宗教政策を通じて、国民統制および行政的機能を神道神社に
代替せようとする方針が強力に打ち出された。しかしながら、これらの施策は欧米諸国か
らの多大な反発を受け、「政教分離」と「信教の自由」の保障を求められた明治政府は、学
校教育を新たな国民教化や国民統制の手段として利用することを画策するようになった。 
 第 4 章では、戦後の宗教政策を検討する。敗戦後の宗教団体法制の大幅な改革は、アメ
リカが主導する連合軍総司令部(GHQ)の占領政策の遂行のなかで、日本の民主化を徹底し
て推進することで実行された。とくに、戦前に国家神道と軍国主義が結びついて、侵略戦
争の惨禍を招いたとの深刻な反省にたって、神社神道を国家から分離し、軍国主義の要素
を除き一宗教とすることを主たる目的とした大改革がはじまった。戦後施行された宗教法
人令の下では、準則主義により宗教法人の設立が容易になったため、税制上の優遇措置を
目的として数多くのいかがわしい宗教法人が設立されるという事態が生じた。その後、戦
後の新たな宗教団体法制が検討されるプロセスでは、宗教界にとしては、「信教の自由・政
教分離」原則の導入を歓迎する一方で、団体からの分派におる弱体化をおそれ、宗教法人
法による制度上の保護を求め、宗教団体の自主性の尊重と適正な管理運営のため、認証主
義にたつ宗教法人法が制定された。 
 第 5章では、宗教法人法の改正を取り上げる。宗教法人法は、1995年の地下鉄サリン事
件を契機として、宗教団体の社会性、活動の透明性などじつに 44年ぶりの改正が行われた。
主な改正点は、①広域宗教法人の所轄庁を文部大臣（当時）とする、②信者・利害関係人
に財務関係書類の閲覧を認める、③所轄庁に対して書類提出、④所轄庁による質問権、⑤
宗教法人審議会委員の増員などであった。その上で、今後の宗教団体法制と宗教団体の在
り方について、宗教団体は本来その公益性の高い活動を理由として各種優遇を受けている
ものの、宗教団体の活動は公益性を帯びる活動を十分に行っているとはいえず、バランス
を失していること、宗教団体に対する法的な優遇は、宗教活動の自由のみから認められて
いるのではなく、その経緯を見る限り、宗教が行政の一部分を担い公益的サービスを提供
していたことに由来するものであって、単なる教勢拡大を目的とした宗教活動を保護する
ものではなかったと鋭い指摘をしている。 
（２）第二部 宗教団体の活動における民事法上の諸問題 
 第二部においては、宗教団体が活動を行う上で民事法上の問題が起こる場面について、
その場面ごとに法的に問題となる点を提示し仔細な検討を行う。 
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 第１章では、宗教団体と司法審査の範囲及び限界について論じている。宗教団体の活動
に対して法的な判断を行う場合には、その内容が法律上の争訟に当たるのかどうか、憲法
20 条における信教の自由との関係でどのように考えるべきかがとくに問題となる。宗教団
体の関係する法律上の紛争であっても、聖俗分離原則にたったうえで、信仰の対象や教義
などの「聖」の部分での法的な争いは、裁判所が介入して判断すべきものではなく、「俗」
の具体的な法的権利義務の争いについては、司法審査の対象となりうると説く。「宗教紛争」
のうち、「聖」に関る宗教固有の部分への介入はできないが、「俗」に関る民事紛争や民事
責任について裁判所は門前払にすべきではないと結論づける。 
第２章では、宗教団体の資金獲得活動における民事責任について取り上げている。宗教
団体の資金獲得活動における裁判例の概観を通じて、宗教団体の行う資金獲得活動におけ
る特徴を述べる。つまり、①不確実な宗教的言説によって、相手の精神状態を極度に不安
にさせる、②執拗で威嚇的な態度で迫る、③献金や物品購入がなされない場合の具体的な
害悪を挙げて脅す、④組織的に不誠実な方法で献金・購入を迫るなどの特徴があるとして
いる。こうした裁判例においては、その勧誘行為の目的・手段・結果について社会的相当
性を逸脱している場合には違法とする流れのあるとする。藤原氏は、献金、お布施など形
式的な宗教性ではなく、当該行為の目的・手段・結果の相当性について、その客観的外形
的な側面から実質的に違法性を判断すべきだとして、不法行為の具体的な責任成立の要件
論についても検討を行なった。 
第３章では、伝道活動における民事責任について論じている。最初に、宗教団体の伝道
活動に関する５つの裁判例を検討している。その上で、資金獲得活動と伝道活動における
法的問題の異同について比較を行なっている。その結果として伝道活動に関する訴訟にお
ける問題点として、違法性判断の基準である「目的・手段・結果」の基準やもたらされる
損害の違いについて論じつつ、伝道活動における違法についてはその宗教性を明らかにす
ることがより求められると主張する。こうした献金・物品勧誘や伝道活動における訴訟に
おいて主張される「マインド・コントロール」の概念については、その具体的内容を法的
に定義することは困難であり、漠然とした概念の域を出ないと批判する。その上で、社会
心理学、宗教社会学的視点から論じられる「マインド・コントロール」論を、不法行為責
任におけるより精緻で具体的な行為における要件論に還元することの重要性を説く。 
（３）第三部 宗教団体の不法行為責任における特異性 
 第三部では、宗教団体に関する不法行為責任を追及する場合において、その宗教的背景
が原因となり一般の不法行為事件とは異なった特殊な側面があるということを指摘し、具
体的な考察を行なう。 
 第１章においては、宗教団体の不法行為における特殊性について触れる。はじめに、民
法 724 条において定められている短期時効と除斥期間について、その要件と条文の趣旨を
検討する。そのうえで、724条の適用にあたって、現実の被害者の救済や損害の填補を目的
とする不法行為法の趣旨・目的に鑑みて、被害の潜在性、継続性、深刻性が高い宗教被害
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の救済を図るにあたっては、被害者の救済の視点から時効の起算点を検討すべきことを説
く。さらに宗教団体の関係する不法行為の場面としては、宗教団体内部の紛争に留まる場
合と宗教団体と外部の間の紛争である場合とがあり、そのうち内部対外部の争いの場合に
は、外部の者が、宗教団体にもともと属していた者なのか、宗教団体とは直接関係を有し
ない者であった場合とで問題状況が異なり、中でも元信者が団体との間で紛争が生じた場
合には、深刻な事態となる場合が少なくない。深く入信していた宗教団体に裏切られたと
考える元信者としての被害者にとって、その不法行為は長期間潜在することになり、724
条の短期消滅時効がそうした被害の救済において阻害要因とならないように、しかも、被
害の継続性、深刻性、回復困難性から時効の起算点についてもできるかぎり「権利行使可
能性と損害の蓄積・継続性」から緩やかに解すべきことを結論づける。 
 第２章においては、少数のトップによって、階層的に構成されている組織が不法行為の
責任を問われる場合の特殊性について論じた。宗教団体のように教祖をトップとして、そ
の下に教団や信者組織が階層的に構成されている場合には、資金等がトップヘと集中する
一方で、その責任は末端の構成組織・構成員が負わされる場合がある。しかしながら、資
金的な背景を持つことのない末端の構成組織・構成員では十分な被害弁償を行うことがで
きない。そこで、同じ階層型組織形態を有する暴力団による被害の救済の方途との比較検
討をした。暴力団下部組織組員の行為について、最上位の暴力団代表者の使用者責任を問
う裁判例を検討し、上位の団体との間で潜在的な指揮命令系統が存在する、収集した資金
の上納割合が高い、上位団体の名前を利用して活動している等の基準を充足する場合には、
上位団体の責任を問うことができると指摘し、このことが同様の組織形態を持つ他の組織
においても当てはまるとし、宗教団体が信者を手足として使用して損害を与えたケースで
の法人自体の不法行為や使用者責任の要件論を提示した。 
（４）第四部 公益法人制度改革と宗教団体法制をめぐる諸問題 
 第四部では、2008年に行われた公益法人制度改革の流れを概観しつつ、宗教団体法制の
位置づけと今後の公益法人法制の道筋を検討する。 
 第１章においては、公益法人制度の現況を検討しつつ、2000年からはじまった公益法人
制度改革が行われるに至った経緯と問題点について論じた。そうした点を踏まえて、新制
度では規制により公益法人の活動を萎縮させるのではなく、組織の自律と責任を公益法人
側に求めることで、団体運営の透明性を高め、ガバナンスを確立させることを志向してい
ると説いた。 
 第２章においては、公益法人制度改革について概観する。公益法人制度改革のあゆみを
1996年当時の与党 3党プロジェクトチームによる問題提起から振り返り、新らたな公益法
人制度の仕組みを検討した。そして、法人の設立と公益性の認定、財産保有と情報公開に
ついても言及し、そこから導かれる税制上の優遇について検討するとともに、アメリカに
おける非営利・公益法人制度との比較も行った。 
 第３章では宗教法人の税制とその現況について論ずる。宗教法人の収入については曹洞
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宗宗勢総合調査を検討し、教化費割合が低いのに対して人件費の割合が高いことを指摘し
た。さらには宗教団体に対する課税がどのように行われているのかについて、その沿革か
ら論じ、資産課税、消費課税、所得課税における課税の現状について検討を行なっている。
また、宗教法人課税における法令や通達についても網羅的に検討し裁判例等から宗教法人
の課税状況を明らかにしている。 
 第４章では宗教法人の公共性と税制について、その関係性を論じている。宗教団体の変
容と公益性の問題について、時代背景から要求される公益性に対して宗教法人が応えるこ
とが出来ていない現状を指摘した。また、公益性に基づく税制上の優遇措置を資産税中心
に移行するとともに、寄付金税制を広く認め、一方で情報公開を前提としたガバナンスを
要求することが必要であると説く。その結果、法人格の認定を容易にすると同時に、税制
上の優遇を受けるためには、宗教法人の財務情報を広く開示することが求められる。その
ためには、公益法人制度において、宗教法人を含んだ他の公益法人制度について、一貫し
た枠組みで制度設計することが必要であると論じ、非課税制ではなく、欧米並みの免税制
に移行すべきことを説く。 
（５）第五部 諸外国における宗教団体法制 
 第五部おいては、諸外国における宗教団体法制の概観を行っている。欧米のキリスト教
国は、宗教的な背景がわが国とは異なるものの、国家と宗教との関係、宗教団体法制と一
般の非営利法人法制と関係等において、比較研究をすることは大いに参考になる。 
 ドイツにおける宗教団体法制においては、中世の宗教改革から続くキリスト教の教派間
の対立という背景から論じ、宗教団体を「公法上の団体」と「民法上の団体」とに分けて
把握されている点や、宗教団体における税制上の優遇を連邦課税庁が判断する際の基準に
ついても触れる。こうした中で、新宗教と旧来からある「公法上の団体」との間で保護の
程度における格差が顕著であるため、こうした点が宗教間の対立につながるという危険性
を指摘している。次いで、厳格な政教分離を定めるフランスにおける宗教団体法制につい
ても検討しており、ここでも同様に歴史的展開を押さえつつ、1983年より行われているセ
クトの調査報告と国家の世俗性（ライシテ）について概観する。 
 第３章では、アメリカにおける宗教団体法制について取り上げている。アメリカはイン
グランド国教会より追われた清教徒が移民として移り住んでいたこともあり、結果として
多様な宗教に対して寛容な姿勢をとっていることが特徴としてあげられる。こうした点は
キリスト教徒の割合が 80％をゆうに超える現在であっても変わらない。アメリカにおける
宗教団体は、法人格の取得とは別に内国歳入庁による様々な審査基準を満たすことが求め
られ、年次報告書の提出も求められるなど、比較的厳格な要件が設定されている。 
 こうした点から検討した結果、諸外国と比較しても、我が国における宗教団体法制は特
異なシステムにおいて法人を規律しており、安易な税制上の優遇措置が問題を生起させて
いると批判する。宗教法人の公益性は諸外国と比較しても消して高いといえず、こうした
義務と権利の不均衡を是正することなしに、宗教全体の地位が向上することはないと主張
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している。 
（６）結語 
 結語においては、宗教団体と法制度における現代的な課題が検討されている。我が国に
おける宗教団体法制は、諸外国のように政治と宗教の相克や宗教間の対立の中から生まれ
たものではなく、それぞれの時代における政治・行政との結びつきの中で形成されてきた
ものであるとしている。第二次大戦後、GHQによってこうした結びつきが解き放たれたこ
とで、現在の宗教団体法制が確立されたと説く。宗教団体は、今後行政による外的統制で
はなく、情報公開を前提とした内的統制へとその体制を変更していくべきであり、行政の
側でも宗教法人を公益法人から切り離して取り扱うのではなく、公益法人の一形態として
把握することが必要だと述べている。その上で、宗教法人に対して画一的な税制上の優遇
を与えるのではなく、財務などの情報の開示と内部統制の確立を前提として認められるべ
きであるとしている。税制上の優遇についても所得税に対する優遇ではなく、資産税並び
に寄付金税制における優遇に絞ることが必要であるとしている。こうした点を踏まえた上
で、公益法人法制の中に宗教法人法制を取り込み、一体として規定することで実情にあっ
た法体制が構築できると結論づけている。 
 
２本論文の評価 
（１）本論文は、現在の宗教法人法制が形成されるまでの過程を十分に踏まえた上で、現
在問題となっている宗教団体に関する各種の法的紛争事例と法的な問題点を詳細に検討す
るとともに、宗教法人法制の現代的な課題を析出し、公益法人法制度改革との比較におい
て宗教団体の存在意義や存在理由、ひいては、宗教法人の本質論の本格的研究への道を拓
くもので、学術的にも価値が高い。とくに本論文は、従来ほとんど検討されてこなかった
宗教法人を包摂する形で、大胆な公益法人法制との対比や宗教団体の公益性、社会的責任
についても疑問を投げかけ、総合的多角的な視点からの分析を試みている点でも、独創的
でかつ斬新的な業績といってよい。本論文は、これまで学界等においても十分に議論され
てこなかった宗教団体法制の今後という現代的な課題に光をあてるものであり、今後の研
究の発展が期待される。 
 本論文の特に評価できる点は以下のとおりである 
 第１に、本論文は、従来研究されていない分野である宗教団体法制を宗教団体を取り巻
く現状や歴史的経緯を踏まえて、そのあるべき姿を模索するべく法律的に分析検討しよう
とするものであり、これまで十分な分析や検討が行われてこなかった問題について積極的
意欲的に解明しようとした点は大いに評価することができる。 
 第２に、わが国における宗教団体法制の成立過程につき、古代における社会と宗教の有
り様から丁寧に検討し、現行の宗教法人法制が内包する問題点を指摘した点については、
戦後の宗教法人法制改革を出発点とする従来の研究とは一線を画す視点で評価することが
できる。 
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 第３に、宗教団体による不法行為の事案について、その学説・裁判例の展開について、
限られた資料の中であるにもかかわらず、きわめて精緻かつ詳細な検討と分析がなされて
いる。宗教団体による資金獲得活動と入信勧誘活動に関する事例を類型化し、網羅的に分
析するという作業は、これまでにないもので、その分析能力や整理の手法については手堅
いものがある。 
 第４に、宗教法人法制と公益法人制度改革との牽連について検討した初めての論文とい
ってもよく、とくに法人格の付与と税制上の優遇について踏み込んだ検討が行われている
点においても注目に価する。とくに、宗教団体に対して、法人格付与と税制上の優遇を２
段階で認め、税制上の優遇については資産税・寄付金を中心とした優遇措置に切り替える
という主張は、現行の宗教法人の収益事業課税における矛盾点を解決しうる優れた立論で
あるといえ、一定の学術的評価を与えることができる。 
（２）しかしながら、本論文は以上のような優れた研究成果や学界での理論水準を示すも
のであるものの、問題点が全くないわけではない。 
 第１に、宗教団体の管理運営において、他の公益法人との比較でどのような線引きを行
うかについては、具体的な立論が十分にされているとはいえず、現状の宗教団体を公益法
人の枠組みに加えるとして、基準をどのように置くかという点について全く疑問がないわ
けではない。 
 第２に、本論文では、宗教団体法制について比較法的検討もなされているが、ドイツ、
フランスにおける判例や実務についてその検討が不足していること、宗教法人法制に関す
る部分のみならず、宗教と国家との関係、宗教団体税制、非営利法人法制など多方面にお
いて各国の十分な比較検討がなされていないため、日本法に対して具体的にどのような示
唆が得られるかが明らかではない。 
 第３に、宗教団体を取り巻く問題については、本論文に挙げられたもののほかにも信者
家族と宗教団体間の紛争や、代表役員と宗教主宰者の地位など宗教団体内部における紛争
も多数存在しており、こうした問題を全体の枠組みのなかでどのように位置づけるのかと
いう視点・検討が十分に行われているとは言い難い面がある。 
（３）しかしながら、以上のような疑問や検討課題は残されているものの、本論文には、
これまで学界で取り上げられることのなかった宗教法人法制研究を基礎づけ、学界や実務
にも新たな一石を投じる挑戦的独創的な研究であり、この分野における有益かつ具体的な
示唆を与えてくれるものと評価することができる。むしろ、ここでの問題点の指摘は、さ
らに研究を進めていく上での大いなる期待や今後の検討課題を指摘したものであって、こ
れにより、本論文の評価がいささかも損なわれるものではない。 
 
３結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が課程による博士（法学）（早稲
田大学）の学位を受けるに値するものと認める。 
8 
 
 
 
                         2011年 1月 26日 
 
           審査員 
 
主査 早稲田大学教授             棚村 政行 
               
早稲田大学教授             岩志 和一郎 
 
              早稲田大学教授 法学博士（早稲田大学） 近江 幸治 
